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鳥栖市人口ビジョンとは
 位置付け
「鳥栖市人口ビジョン」は、国の「まち・ひと・しごと創生⾧期ビジョン」等を勘案し、本市の人
口の現状と将来展望を行い、鳥栖市版のまち・ひと・しごと創生総合戦略である「“鳥栖発”創生総
合戦略」の施策検討の基礎とするものです。

 対象期間
国の「まち・ひと・しごと創生⾧期ビジョン」と同様に、令和42年（2060年）を対象とします。

 鳥栖市人口ビジョン策定と改訂の経緯
平成26年（2014年）まち・ひと・しごと創生法が施行され、国は人口の現状と将来展望を提示す

る「まち・ひと・しごと創生⾧期ビジョン」及び、今後５か年（2015～2019年）の施策の方向を
提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、人口減少を克服し「活力ある日本社会」
を維持することを今後目指すべき将来の方向として示しました。
これを受けて本市では、国の⾧期ビジョン及び総合戦略を勘案し、平成27年（2015年）9月に、

本市における人口の現状と将来の展望を提示する「鳥栖市人口ビジョン」と今後５か年（2015～
2019年）の施策の方向を提示する「“鳥栖発”創生総合戦略」を策定しました。
５か年の計画期間が終了するにあたって、令和元年（2019年）６月21日に閣議決定された「ま

ち・ひと・しごと創生基本方針2019」における「第２期に向けての基本的な考え方」では、「『⾧
期ビジョン』の下に今後５年間の基本目標や施策を総合戦略に掲げて実行する現行の枠組みを引き
続き維持し、第２期『総合戦略』を策定し、地方創生のより一層の充実・強化に取り組んでいく」
ことが明記されており、地方公共団体においても、各地域の2014年以降の状況変化等も踏まえて、
次期「地方版総合戦略」の策定及び「地方人口ビジョン」の改訂を行う必要があるとされています。
以上を踏まえ、本市においても第２期“鳥栖発”創生総合戦略策定のため、「鳥栖市人口ビジョ

ン」についても最新の数値や状況の変化を反映させるなどの見直しを行うものです。
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１．人口動向分析

（１）時系列による人口動向

• 鳥栖市の総人口は1920年の国勢調査開始時からほぼ一貫して増加しており、2012年には
7万人を突破。先人たちの弛まぬ努力が結実し、現在も総人口は増加を続けている。

• また、年齢3区分別の推移に着目すると、生産年齢人口は一貫して増加を続けている一方
で、年少人口は2005年以降、老年人口を下回っている。しかし、2005年には1万人台を
回復し、2018年の統計では1970年の人数に相当する11,743人となっている。これは、
自然増のみによるものではなく、20代、30代を中心とした子育て世代の転入超過が大き
な要因と考えられる。

• 老年人口については、一貫して増加しており、近隣自治体と比較して緩やかではあるもの
の鳥栖市でも確実に高齢化が進んでいるといえる。

• 自然増減については、出生数に大きな変化は見られないものの、老年人口の増加によって
死亡数が出生数に迫ってきており、自然増による増加人数は年々圧縮されてきている。

• 社会増減については、1990年代半ば以降、転入超過による「社会増」の傾向が続いてお
り、これが近年の鳥栖市の人口増加を中心的に支えていると言える。
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１-(1)-① 総人口、年齢３区分別人口の推移と将来推計

（出典）「国勢調査（1920（大正9年）～2015（平成27年））」（総務省）、「統計資料」（鳥栖市昭和50年版）
■2020～2045年の推計値 「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所H30.3.30公表）
■2050～2060年の推計値 「内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料」
（注意点）「内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料」は、社人研から公表された基礎データに基づき再計算

されており、端数処理等の関係で「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」とは、若干数値が異なることに留意が必要。
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1-(1)-③ 合計特殊出生率（ベイズ推定値）の推移

（出典）「平成20年～平成24年人口動態保健所・市区町村別統計」を基に作成

15歳～49歳までの１人の女性が一生に産む子どもの人数とされる「合計特殊出生率」の推移を
見ると、これまでの30年間、一貫して下落基調にあったが、平成24（2012）年に1.64に回復して
おり、県の数値をわずかに上回っている。

この背景には、本市の人口動態の特徴である子育て世代の流入超過が一因であると考えられる。
しかし、団塊ジュニア世代の駆け込み出産の可能性も否定できない。

したがって、合計特殊出生率の回復が一時的なものではなく、将来にわたって上昇基調を維持し、
人口置換水準とされている「2.07」に近づくような総合的な取り組みを⾧期的、継続的に実施して
いくことが重要である。

※平成25（2013年）以降の合計特殊出生率については、令和２（2020年）に公表される予定
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• 年齢階級別の人口移動について、1980年から2015年にかけての⾧期的動向を
見ると、時代ごとにバラつきは見られるものの、男女ともに、15～19歳から
20～24歳になる時の転出超過が顕著である。これらはやはり、大学への進学
や、就職に伴う転出が影響しているものと考えられる。

• 15～19歳から20～24歳になる年齢階級の人口移動については、男女ともに
1985年→1990年のバブル経済期を中心に転出超過が顕著であったものの、直
近の2010年→2015年の統計では、男性の転出超過は、ピーク時の－558人か
ら－43人にまで縮小し、女性については＋90人の転入超過に転じている。

• 転出超過基調にある上記の年代の前後をはさむ、未就学児から10代、20代後半
から40代前半にかけては、総じて転入超過となっており、若年層や子育て世代
を中心とした社会増の状況を示しており、本市の人口動態の大きな強みである
といえる。

１．人口動向分析

（２）年齢階級別の人口移動
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1-(2)-① 性別・年齢階級別の人口移動の状況の⾧期的動向（男性）

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料を基に作成
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1-(2)-② 性別・年齢階級別の人口移動の状況の⾧期的動向（女性）

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料を基に作成
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• 通勤流動における流入（鳥栖市への通勤）と流出（鳥栖市からの通勤）
の差を見ると、福岡市に対してのみ流出超過であるが、他市町に対して
は流入超過となっており、本市は周辺地域の雇用の受け皿となっている
といえる。

• 本市は、製造業や運輸業の雇用の場には恵まれているものの、情報通信
業や金融業、保険業といった都市的なサービス業については、他県で従
業する割合が高く、福岡市へ通勤しているものと考えられる。

１．人口動向分析

（３）産業構造と人口流動
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（単位:人）

市区町村名 鳥栖市への
通勤（流入）

鳥栖市からの
通勤（流出） 流入― 流出

みやき町
基山町
佐賀市
神埼市
吉野ヶ里町
上峰町
小城市

1,927
1,847
1,407

829
736
572
160

981
1,159
1,182

386
558
338
38

946
688
225
443
178
234
122

久留米市
小郡市
筑紫野市
福岡市
太宰府市
筑前町
大刀洗町
大野城市
筑後市
朝倉市
春日市
八女市
柳川市
大川市
広川町
みやま市
大木町
大牟田市

5,498
2,369
1,457

943
431
408
376
363
329
329
296
211
159
148
132
118
114
107

2,883
801
557

2,674
147
128
142
147
95

268
136
70
42
52
39
33
6

65

2,615
1,568

900
▲ 1,731

284
280
234
216
234
61

160
141
117
96
93
85

108
42

合 計 21,266 12,927 8,339

1-(3)-① 鳥栖市と他市区町村間の通勤流動
「周辺地域の雇用の受け皿となっている」
鳥栖市への通勤者100人以上の自治体（2015年）

（出典）総務省「国勢調査報告」

鳥栖市と他市区町村との間の通勤流動につい
て見てみると、久留米市からの流入が最も多く
5,498人、次いで小郡市の2,369人、みやき町
の1,927人、基山町の1,847人と近接する市区
町村からの流入が目立つ。鳥栖市からの通勤先
としても久留米市が2,883人で最も多く、僅差
で福岡市の2,674人となっている。

通勤流動における流入（鳥栖市への通勤）と
流出（鳥栖市からの通勤）の差を見ると、福岡
市に対してだけは「流入＜流出」である一方で、
他市区町村に対しては「流入＞流出」となって
おり、鳥栖市が周辺地域の雇用の受け皿となっ
ていることがわかる。

なお、一般に通勤流動は、規模の小さい都市
から大きい都市に集まる傾向が見られる。しか
し、鳥栖市と久留米市の間では鳥栖市への流入
が流出を上回っており、いわゆる「逆流通勤」
の現象が認められる。



11

1-(3)-② 鳥栖市在住者の従業地（業種別）
「都市的サービス業における市外従業者の割合が高い」

（出典）総務省「平成27年国勢調査」
（注）漁業や鉱業といった従業者数が極めて少ない業種については除外している

鳥栖市在住者の従業地について見て
みると、総数（全業種）では57.9％が
市内で従業し、14.3％が県内他市町、
27.7％が他県で従業している。

ただし、業種別に見ると大きな差が
見られる。農業、林業に関しては職住
近接型の産業の特徴から89.7％が市内
で従業しているが、情報通信業や金融
業、保険業では市内で従業する人の割
合が低く、情報通信業で19.7％、金融
業、保険業で33.2％となっている。こ
れらの業種は「他県で従業」の割合が
高く、福岡市へ通勤していると考えら
れる。

鳥栖市は、製造業や運輸業の雇用の
場には恵まれているものの、都市的な
サービス業の代表格であるこれらの業
種の働く場が市内には少ないという指
摘を裏付ける結果となっている。

鳥栖市在住者の従業地（業種別）
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• 2012年７月から外国人住民も住民基本台帳に登録されることとなり、2018年
までの６年間で380人増加している。

• 2019年1月1日現在の総人口に占める外国人数の割合に着目すると、本市は
1.6％と県内市町で最も高い割合となっている。（２位佐賀市0.8％）

• 国籍別では、ベトナム、ネパールが半数以上を占めており、留学や技能実習と
いった在留資格の外国人が増加していることから、市内に日本語学校や就労先
があることが外国人の増加要因となっていることが推察される。

• 外国人労働者数の多い産業である、製造業、運輸業・郵便業、宿泊・飲食サー
ビス業について、鳥栖市内の外国人労働者数を推計してみると、各業種の従業
者総数に占める外国人の割合は５～11％以上に達しており、すでに市内の産業
を支える担い手となっていることが見て取れる。

• 国は人手不足への対応等を目的に外国人労働者の受入れ拡大を進めていること
から、市内に多くの雇用の場がある本市においては、今後も外国人の増加が見
込まれる。

１．人口動向分析

（４）外国人の人口動向
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市総人口と外国人数の推移

（出典）住民基本台帳、佐賀県公式ＨＰ「佐賀県内の在留外国人数」
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※カッコ内の％は、市総人口に対する外国人の割合

県内市町の外国人数（2019年1月1日）

（出典）佐賀県公式ＨＰ「佐賀県内の在留外国人数」
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1-(4)-① 鳥栖市における外国人数の推移と他市町との比較
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ベトナム, 350人, 

30.0%

ネパール, 286人, 

24.5%

フィリピン, 

133人, 11.4%

中国, 130人, 

11.1%

韓国又は朝鮮, 

95人, 8.1%

スリランカ, 

86人, 7.4%

インドネシア, 

19人, 1.6%

タイ, 14人, 1.2%
米国, 11人, 0.9%

バングラデシュ, 10人, 0.9%

その他, 33人, 2.8%

国籍別外国人数の割合（2019年1月1日）

※その他（33人、3％）の内訳
台湾、カンボジア（各７人）、インド（４人）、
英国、マレーシア、コロンビア、オーストラリア（各２人）、
フランス、パキスタン、ニカラグア、セネガル、ジャマイカ、
カナダ、イタリア（各１人）

留学, 461人, 

39.5%

技能実習, 257人, 

22.0%

永住者, 157人, 

13.5%

技術・人文知識・国際業務, 

67人, 5.7%

特別永住者, 59人, 5.1%

家族滞在, 53人, 4.5%

日本人の配偶者等, 36人, 3.1%

技能, 16人, 1.4%

特定活動, 15人, 1.3%

定住者, 15人, 1.3%

興行, 13人, 1.1% 教育, 6人, 0.5%

経営・管理, 4人, 0.3%

永住者の配偶者等, 4人, 0.3%

その他, 4人, 0.3%

在留資格別外国人数の割合（2019年1月1日）

2018年外国人
1,167人

※その他（4人、0.3％）の内訳
教授、研究、企業内転勤、介護（各１人）

※在留資格の内容については、法務省出入国在留管理庁「在留資格一覧表」参照

2018年外国人
1,167人

1-(4)-② 鳥栖市における外国人数の国籍・在留資格別割合

（出典）佐賀県公式ＨＰ「佐賀県内の在留外国人数」
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8,312人

6,477人

1,508人

492人

379人

195人

5.6% 5.5%

11.5%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

製
造
業

運
輸
業
，
郵
便
業

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

（人）

市内の外国人労働者数（推計）

市内の日本人労働者数（推計）

外国人労働者の割合（推計）

製造業, 972人, 

42.9%

運輸業、郵便業, 

531人, 23.4%

宿泊業、飲食サービス業, 

317人, 14.0%

サービス業（他に分類され

ないもの）, 200人, 8.8%

卸売業、小売業, 

139人, 6.1%

建設業, 66人, 2.9%

医療、福祉, 29人, 1.3%
農業、林業, 10人, 0.4%

教育、学習支援業, 

3人, 0.1%

1-(4)-③ 外国人労働者数が多い産業における外国人の割合（推計）
公共職業安定所（鳥栖所管内）における産業別の外国人労働者数

■左図（出典）厚生労働省佐賀労働局「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（平成30年10月末現在）
「うち農業、林業」～「うちサービス業（他に分類されないもの）」の合計2,267人の割合

■右図:市内の外国人労働者数（推計）、市内の日本人労働者数（推計）、外国人労働者の割合（推計）の算出方法について
鳥栖所管内の市町（鳥栖市、吉野ヶ里町、基山町、上峰町、みやき町）ごとの産業別従業者の総数（平成27年国勢調査）の割合に応じて、「鳥栖所管内におけ

る産業別の外国人労働者数（佐賀労働局／平成30年10月末現在）」を按分し「市内の外国人労働者数（推計）」を算出した。 「市内の日本人労働者数（推
計）」については、鳥栖市の産業別従業者の総数（平成27年国勢調査）から「市内の外国人労働者数（推計）」を除したものとした。

推計値
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２．将来人口推計
（１）将来人口推計

• パターン１（社人研推計準拠・H30推計）では、総人口のピークは、
2030年の76,223人と推計されており、前回推計よりもピークの時期が
5年早まり、さらに、ピーク時の総人口も1,510人増加する推計に変化
している。

• しかし、前回調査（H25推計）と比較すると、パターン１（社人研推
計準拠・H30推計）では、総人口のピークを迎えた後の人口減少がハ
イペースで進む推計となっている。

• 近隣市町の将来人口推計に着目すると、鳥栖市の半径概ね30km圏内で
は、2015年から2045年までに121,044人の減少が推計されている。
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2-(1)-① 社人研推計に準拠した将来推計人口の比較

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料を基に作成パターン1（社人研推計準拠・H30推計）
• 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」に準拠。
• 同推計では、出生や死亡に関する仮定は、平成25年に行われた前回推計と同様、最近の傾向を踏まえて設定。
• 他方、移動の仮定については、前回推計が一定程度の移動の縮小を仮定していたのに対し、今回推計では最近の傾向が今後も続く
仮定となっていることに留意が必要。

• 社人研から公表された基礎データに基づき内閣官房で再計算された数値であり、端数処理等の関係で「日本の地域別将来推計人口
（平成30年推計）」とは、若干数値が異なることに留意が必要。

72,902 

74,682 

75,795 
76,223 76,104 

75,513 
74,539 

73,420 
72,005 

70,164 

69,077 

71,674 

73,064 
73,959 

74,477 74,713 74,694 74,492 
74,134 

73,477 
72,490 

60,000

62,000

64,000

66,000

68,000

70,000

72,000

74,000

76,000

78,000

80,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人）

パターン1（社人研推計準拠・H30推計）

参考（前回の社人研推計準拠・H25推計）

総人口のピーク（H30推計）

総人口のピーク（H25推計）
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2-(1)-② 人口増減状況別の市区町村数の推移（半径概ね30km圏内・38市区町村）
2015年 2015年を

100とし
た指数

2025年 2035年 2045年

市区町村数
割合

市区町村数
割合

市区町村数
割合

市区町村別人口 総人口 総人口 総人口
福岡市東区
久留米市
福岡市南区
佐賀市
福岡市博多区
福岡市早良区
福岡市西区
福岡市中央区
福岡市城南区
春日市
筑紫野市
大野城市
鳥栖市
太宰府市
柳川市
八女市
小郡市
朝倉市
那珂川市
筑後市
粕屋町
志免町
小城市
みやま市
宇美町
大川市
神埼市
うきは市
筑前町
須恵町
みやき町
広川町
多久市
基山町
吉野ヶ里町
大刀洗町
大木町
上峰町

306,015
304,552
255,797
236,372
228,441
217,877
206,868
192,688
130,995
110,743
101,081
99,525
72,902
72,168
67,777
64,408
57,983
52,444
50,004
48,339
45,360
45,256
44,259
38,139
37,927
34,838
31,842
29,509
29,306
27,263
25,278
20,183
19,749
17,501
16,411
15,138
14,176

9,283

100超

14
粕屋町、福岡市中央区、博多
区、西区、東区、大野城市、

鳥栖市、福岡市南区、須恵町、
福岡市早良区、志免町、福岡
市城南区、春日市、太宰府市

62.2％
14

粕屋町、福岡市中央区、博
多区、西区、東区、大野城
市、鳥栖市、須恵町、福岡
市早良区、南区、志免町、
福岡市城南区、春日市、太
宰府市

64.2％
11

粕屋町、福岡市中央区、西
区、博多区、東区、大野城
市、須恵町、志免町、鳥栖
市、福岡市早良区、南区

56.4％

2,135,022 2,174,281 1,836,396

90-100

17
筑紫野市、久留米市、上峰町、
那珂川市、筑前町、吉野ヶ里
町、佐賀市、筑後市、広川町、
小郡市、大刀洗町、大木町、
基山町、小城市、宇美町、
神埼市、みやき町

30.2％
11

上峰町、筑紫野市、久留米
市、那珂川市、筑前町、吉
野ヶ里町、佐賀市、筑後市、
広川町、小郡市、大刀洗町

24.9％
8

福岡市城南区、太宰府市、
春日市、上峰町、筑紫野市、
那珂川市、久留米市、
筑前町

23.4％

1,035,704 844,729 760,889

80-90

7
柳川市、八女市、みやま市、
うきは市、朝倉市、大川市、
多久市

7.7％ 6
大木町、基山町、小城市、
宇美町、神埼市、みやき町

4.3％ 7
吉野ヶ里町、佐賀市、筑後
市、広川町、小郡市、大刀
洗町、大木町

11.0％

264,244 147,316 358,806

70-80 -
- 5
柳川市、八女市、みやま市、
朝倉市、うきは市

5.4％ 5
小城市、基山町、宇美町、
神埼市、みやき町

3.7％

- 183,890 121,050

60-70 -
- 2
大川市、多久市

1.1％ 1
柳川市

1.3％
- 37,864 43,200

60未満
6

八女市、うきは市、朝倉市、
みやま市、大川市、多久市

4.2％

137,013

3,378,397 38
100

38
100

38
100

3,434,970 3,387,980 3,257,353

鳥栖市の半径概ね30km圏内では、
2015年から2045年にかけて、121,044人がいなくなる。

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料を基に作成
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（２）将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析

２．将来人口推計

• 社人研の推計によれば、今後も鳥栖市の人口は増加を続け、2030年に
ピークとなる76,223人に達すると推計されている。

• 現在の総人口の増加は、子育て世代を中心とした若年層の転入超過に
よる社会増によって支えられている。しかし、社人研推計によれば、
2030年以降は、15～64歳人口、 0～14歳人口ともに、減少期に入っ
ていくことが見込まれており、同時に総人口についても減少期を迎え
る推計がなされている。

• 以上から、鳥栖市が人口増加を維持し、将来推計以上の人口増をめざ
していくためには、出生率の上昇につながる施策はもちろん、九州を
中心に、そして、それ以外の地域の方からも「選ばれる都市」として
一定の社会増を維持していく必要があると考えられる。
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2-(2)-① 総人口の分析 総人口の推計結果（パターン1、シミュレーション1・2）

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料を基に作成

72,902 

74,682 

75,795 

76,223 76,104 
75,513 

74,539 

73,420 

72,005 

70,164 

74,864 

76,526 

77,815 
78,577 

78,899 78,873 78,760 78,460 
77,873 

73,146 73,318 73,443 73,290 
72,910 

72,519 
72,069 

71,426 
70,504 

63,000

64,000

65,000

66,000

67,000

68,000

69,000

70,000

71,000

72,000

73,000

74,000

75,000

76,000

77,000

78,000

79,000

80,000

81,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人）

パターン1（社人研推計準拠）

シミュレーション１（パターン１＋出生率上昇〔2030年までに2.1〕）

シミュレーション２（シミュレーション１＋移動均衡〔転入・転出数が同数で移動がゼロとなった場合〕）
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（１）人口動向・将来人口推計の分析、対策等

３．目指すべき人口の将来展望

人口動向の分析
• 本市の人口増加の要因は、九州の陸上交通の要衝という地理的優位性を背景にした運輸業、製造業を
中心とした企業進出とそれに伴う雇用の場の創出によるところが大きい。

• 加えて、大規模な宅地開発や分譲マンションの建設といった住環境整備が進んだことによる子育て世
代や、結婚を契機とした若年層の転入が近年の社会増基調の中心となっている。

• 外国人の人口動向に着目すると、2018年までの10年間で倍増しており、総人口に占める外国人の割合
も県内最多となっている。

将来人口推計の分析
• 総人口については、2050年時点でなお2015年を上回ると推計されているものの、今後、段階的に出
生率が上昇したと仮定しても、団塊ジュニア世代の高齢化などによって、将来における老齢人口比率
の上昇は回避できないことが予想されている。

• 近隣自治体の推計に着目すると、 2040年までに鳥栖市の半径概ね30km圏内では約12万人減少すると
推計されており、これまでどおりの社会増の確保は困難となる可能性が高い。

• 本市は今後も人口増が予想されているが、これまでの人口増の受け皿となった大規模な宅地開発が直
近においては存在しない。その結果、人口増のポテンシャルを有しながらも、その受け皿が不足して
いるために予測どおりの人口増にならない恐れがある。

• また、外国人の⾧期にわたる出入国の状況を見通すことは困難であるものの、市内に日本語学校や多
くの雇用の場があり、すでに多数の外国人が産業の担い手となっている本市においては、今後も外国
人の増加が予測される。
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（２）目指すべき人口の将来展望

３．目指すべき人口の将来展望

目指すべき人口の将来展望
• 平成27年（2015年）国勢調査を基にした推計等を活用して時点修正を行った分析結果を
踏まえ、前回策定時に引き続き、2060年に75,000人～77,000人を基礎とする人口目標
を展望する。

人口推計の考え方
• 国の⾧期ビジョンにおける合計特殊出生率、2020年1.6、2030年1.8、2040年2.07の目
標値及び今後の施策の展開による事業効果をふまえ、国の目標（人口置換水準）を達成す
ると仮定する。一方で、近隣自治体をはじめ、全国的な人口減少は不可避であるため、こ
れまでどおりの社会増を維持していくことは困難となる可能性が高い。

• 以上から、出生率が人口置換水準を達成し、これまでどおりの社会増を維持したと仮定し
た場合における人口増加水準を理想としながら、バランスの取れた人口構造を維持してい
くことで、2060年に75,000人を現実的な目標人口とする。

合計特殊出生率が国の目標値(人口置換水準)を達成・推移すると仮定した場合（パターン３）
2015年 2020年 2030年 2040年

国 1.39 1.60 1.80 2.07

鳥栖市 1.64 1.64 1.80 2.07
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78,000

79,000

80,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人）

パターン１（社人研推計準拠・H30推計）

パターン２（独自推計・2040年までに出生率2.07）

シミュレーション１（2030年までに出生率2.1）

シミュレーション2（2030年までに出生率2.1＋移動ゼロ）

3-(2)-① 将来人口推計の推移

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料を基に作成
パターン２:合計特殊出生率が国の目標値(人口置換水準)を達成・推移すると仮定した場合

2015年 2020年 2030年 2040年

1.64 1.64 1.80 2.07

目標領域
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3-(2)-② 男女年齢階層別人口の将来推計の比較

（出典）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局提供資料を基に作成
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80～84歳
85～89歳
90歳以上

パターン２（独自推計）2040年
女
男

0～4歳
5～9歳

10～14歳
15～19歳
20～24歳
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55～59歳
60～64歳
65～69歳
70～74歳
75～79歳
80～84歳
85～89歳
90歳以上

パターン２（独自推計）2060年
女
男


